
  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　　　　目 　 一般会計 合　　計

　Ⅰ． 資産の部

　　　１． 流動資産　 4,625,174 464,200 5,089,374

　　　２． 固定資産

　　　　(1）基本財産 5,000,000 0 5,000,000

　　　　(2）特定資産 3,600,000 0 3,600,000

　　　　(3）その他固定資産 297,191 0 297,191

　　　　　　　固定資産合計 8,897,191 0 8,897,191

　　　　　　　資産合計 13,522,365 464,200 13,986,565

　Ⅱ． 負債の部

　　　１． 流動負債 38,914 464,200 503,114

　　　２． 固定負債 1,000,000 0 1,000,000

　　　　　　　負債合計 1,038,914 464,200 1,503,114

　Ⅲ． 正味財産の部

　　　１． 一般正味財産 12,483,451 0 12,483,451

　　　  （うち基本財産への充当額） ( 5,000,000 ) 0 ( 5,000,000 )

　　　  （うち特定資産への充当額） ( 3,600,000 ) 0 ( 3,600,000 )

　　　　　　　正味財産合計 12,483,451 0 12,483,451

　　　　　　　負債及び正味財産合計 14,561,279 324,000 13,986,565

平 成 ２１ 年 ３ 月 ３１ 日 現 在

収益事業特別会計

 　　　　貸　借　対　照　表　総　括　表　　　　 



  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　　　　目 　 当　年　度 増　　　減

　Ⅰ． 一般正味財産増減の部
　　　１． 経常増減の部
　　　 (1）経常収益
　　 基本財産運用益 17,601 4,000 13,601
　　　　基本財産利息収入 17,601 4,000 13,601
　　 特定資産運用益 9,283 8,829 454
　　　　特定資産利息収入 9,283 8,829 454
　　 受取会費 9,168,000 9,178,500 △ 10,500
　　    一般会費収入 8,770,000 8,750,500 19,500
        青年・女性部会会費収入 398,000 428,000 △ 30,000
　　 事業収益 847,500 883,500 △ 36,000
        研修会会費収入 441,500 497,000 △ 55,500
        地域部会事業収入 175,000 178,000 △ 3,000
        青年・女性部会事業収入 131,000 108,500 22,500
        広告収入 100,000 100,000 0
　　 受取補助金 5,088,100 5,223,900 △ 135,800
　　　(全法連補助金収入) ( 4,213,100 ) ( 4,253,900 ) ( △ 40,800 )

　　　　事業費補助収入 2,313,100 2,353,900 △ 40,800
　　　　事務局充実補助収入 1,200,000 1,200,000 0
　　　　青年・女性部会補助収入 400,000 400,000 0
　　　　社会貢献活動補助収入 300,000 300,000 0
　　　(県法連補助金収入) ( 875,000 ) ( 970,000 ) ( △ 95,000 )
　　　　会員増強強化補助収入 400,000 400,000 0
　　　　活動費助成補助収入 220,000 220,000 0
　　　　旅費補助収入 255,000 350,000 △ 95,000
　　 雑収入 2,685,315 2,906,393 △ 221,078
　　　　受取利息 2,200 1,035 1,165
　　　　事務委託収入 500,000 430,000 70,000
　　　　雑収入 437,115 376,358 60,757
　　　　懇親会等会費収入 1,746,000 2,099,000 △ 353,000
　　 他会計からの繰入額 1,409,340 880,288 529,052
　　　　収益事業特別会計繰入金収入 1,409,340 880,288 529,052
　　　　　　【経常収益計】 19,225,139 19,085,410 139,729
　　　 (2）経常費用
　　 事業費 12,182,385 14,509,624 △ 2,327,239
　　    研修会費 4,290,537 1,819,469 2,471,068
　　    社会貢献活動費 366,780 302,500 64,280
　　    広報費　 324,029 339,516 △ 15,487
　　    会報発行費 808,350 734,850 73,500
　　    会員増強推進費 45,970 15,230 30,740
　　    支部活動費 3,698,874 5,446,553 △ 1,747,679
　　    地域部会活動費 104,719 163,590 △ 58,871
　　    青年部会活動費 415,519 846,955 △ 431,436
　　    女性部会活動費 464,105 629,160 △ 165,055
　　    県連会費 240,000 240,000 0
　　    調査研究費 173,762 248,670 △ 74,908
　　    負担金 279,697 273,650 6,047

            　　　平成２０年４月から平成２１年３月まで

前　年　度

 　　　　　一 般 会 計 正 味 財 産 増 減 計 算 書　　　　　 



  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　　　　目 　 当　年　度 増　　　減

　　    県連関係費 186,620 195,417 △ 8,797
　　    渉外費 64,000 70,000 △ 6,000
　　    慶弔費 275,764 360,000 △ 84,236
　　    表彰費 177,089 139,054 38,035
　　    ＩＴ関係費 152,370 147,940 4,430
　　    ２０周年記念開催事業費 0 2,537,070 △ 2,537,070
        会議費 114,200 0 114,200
　　       委員会費 114,200 0 114,200
　　 会議費 0 873,911 △ 873,911
　　    総会費 0 335,411 △ 335,411
        役員会費 0 196,621 △ 196,621
        委員会費 0 178,754 △ 178,754
        その他の会議費 0 163,125 △ 163,125
　　 管理費 6,518,479 5,651,685 866,794
        役員報酬 609,905 568,176 41,729
        給料手当 2,991,190 2,973,211 17,979
        福利厚生費 476,768 405,038 71,730
          会議費 986,558 0 986,558
　　      　 総会費 436,020 0 436,020
          　 役員会費 378,455 0 378,455
          　 委員会費 31,089 0 31,089
          　 その他会議費 140,994 0 140,994
        旅費交通費 71,436 129,901 △ 58,465
        通信運搬費 203,911 264,958 △ 61,047
        減価償却費 93,307 151,631 △ 58,324
        什器備品費 0 9,842 △ 9,842
         リース料 25,717 53,570 △ 27,853
        消耗品費 174,959 209,940 △ 34,981
        印刷製本費 71,961 69,546 2,415
        賃借料 552,276 550,620 1,656
        退職金共済掛金 120,060 119,700 360
        支払手数料 57,994 37,930 20,064
        新聞図書費 32,416 33,649 △ 1,233
        雑費 50,021 73,973 △ 23,952
　　　　　　【経常費用計】 18,700,864 21,035,220 △ 2,334,356
　　　　　　【当期経常増減計】 524,275 △ 1,949,810 2,474,085
　　　２． 経常外増減の部
　　　 (1）経常外収益
　　　　　　【経常外収益計】 0 0 0
　　　 (2）経常外費用
　　　　　　【経常外費用計】 0 0 0
　　　　　　【当期経常外増減額】 0 0 0
　　　　　　【当期一般正味財産増減額】 524,275 △ 1,949,810 2,474,085
　　　　　　【一般正味財産期首残高】 11,959,176 13,908,986 △ 1,949,810
　　　　　　【一般正味財産期末残高】 12,483,451 11,959,176 524,275
Ⅱ．指定正味財産増減の部   
　　　　　　【当期指定正味財産増減額】 0 0 0
　　　　　　【指定正味財産期首残高】 0 0 0
　　　　　　【指定正味財産期末残高】 0 0 0
Ⅲ．正味財産期末残高 12,483,451 11,959,176 524,275

前　年　度



  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　　　　目 　 当　年　度 増　　　減

　Ⅰ． 資産の部

　　　１． 流動資産　

　　　　　 普通預金　 464,200 324,000 140,200

　　　　　　　　【流動資産合計】 464,200 324,000 140,200

　　　　　　　　【資産合計】 464,200 324,000 140,200

　Ⅱ． 負債の部

　　　１． 流動負債

　　　　　 法人税等引当金　 464,200 324,000 140,200

　　　　　　　　【流動負債合計】 464,200 324,000 140,200

　　　　　　　　【負債合計】 464,200 324,000 140,200

　Ⅲ． 正味財産の部

　　　１． 一般正味財産 0 0 0

　　　　　　　　【指定正味財産合計】 0 0 0

　　　  （うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

　　　  （うち特定財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

　　　　　　　　【正味財産合計】 0 0 0

　　　　　　　　【負債・正味財産合計】 464,200 324,000 140,200

 　　　収益事業特別会計貸借対照表　　　 

平 成 ２１ 年 ３ 月 ３１ 日 現 在

前　年　度



  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　目 予　算　額 決　算　額 差　　　異 備　　　考

Ⅰ．事業活動収支の部

 　１．事業活動収入

　　 (1)推進費収入 9,100,800 8,900,800 200,000

　　      全法連推進費収入 9,000,800 8,900,800 100,000

　　      表彰費収入 100,000 0 100,000

　　 (2)雑収入 510 1,099 △ 589

　　　　　受取利息収入 510 1,099 △ 589 按分比率３３.３％

　　　　　雑収入 0 0 0

  【事業活動収入計】(A) 9,101,310 8,901,899 199,411

 　２．事業活動支出

　　 (1)事業費 4,014,438 3,749,903 264,535

　　　　　　(直接経費) ( 900,000 ) ( 1,070,114 ) ( △ 170,114 )

　　　　　福利厚生制度推進費 800,000 1,065,884 △ 265,884

　　      渉外費 50,000 0 50,000

　　      慶弔費 0 0 0

　　        福利厚生制度表彰関係費 50,000 0 50,000

　　      厚生委員会費 0 4,230 △ 4,230

　　　　　　(間接経費) ( 3,114,438 ) ( 2,679,789 ) ( 434,649 )

　　      広報費 168,000 161,771 6,229 按分比率３３.３％

　　      支部活動費 2,173,638 1,846,664 326,974 　　 　　  〃

　　      地域部会活動費 134,400 52,281 82,119 　　 　　  〃

　　      青年部会活動費 201,600 207,448 △ 5,848 　　 　　  〃

　　      女性部会活動費 201,600 231,704 △ 30,104 　　 　　  〃

　　      調査研究費 151,200 86,751 64,449 　　 　　  〃

　　      県連関係費 84,000 93,170 △ 9,170 　　 　　  〃

　　 (2)会議費 638,000 0 638,000

　　　　　　(直接経費) ( 50,000 ) ( 0 ) ( 50,000 )

　　      厚生委員会費 50,000 0 50,000

　　　　　　(間接経費) ( 588,000 ) ( 0 ) ( 588,000 )

　　      総会費 235,200 0 235,200 按分比率３３.３％

          役員会費 168,000 0 168,000 　　 　　  〃

          委員会費 100,800 0 100,800 　　 　　  〃

          その他会議費 84,000 0 84,000 　　 　　  〃

 　　　　　収 益 事 業 特 別 会 計  収 支 計 算 書　　　　　  

平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで



  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　目 予　算　額 決　算　額 差　　　異 備　　　考

　　 (3)管理費 3,041,859 3,278,456 △ 236,597

　　　　　　(直接経費) 0 22,488 △ 22,488

　　      厚生委員会費 0 0 0

　　        福利厚生制度連絡協議会 0 22,488 △ 22,488

　　　　　　(間接経費) 3,041,859 3,255,968 △ 214,109

          役員報酬 303,206 304,495 △ 1,289 按分比率３３.３％

          給料手当 1,580,645 1,493,353 87,292 　　 　　  〃

          福利厚生費 268,800 238,027 30,773 　　 　　  〃

          会議費 0 492,540 △ 492,540 　　 　　  〃

　　      　 総会費 0 217,683 △ 217,683 　　 　　  〃

          　 役員会費 0 188,944 △ 188,944 　　 　　  〃

          　 委員会費 0 15,521 △ 15,521 　　 　　  〃(厚生は除く)

          　 その他会議費 0 70,392 △ 70,392 　　 　　  〃

          旅費交通費 100,800 35,664 65,136 　　 　　  〃

          通信運搬費 142,800 101,802 40,998 　　 　　  〃

          什器備品費 10,080 0 10,080 　　 　　  〃

           リース料 16,800 12,839 3,961 　　 　　  〃

          消耗品費 117,600 87,348 30,252 　　 　　  〃

          印刷製本費 36,960 35,926 1,034 　　 　　  〃

          賃借料 278,208 275,724 2,484 　　 　　  〃

          租税公課 48,200 48,200 0

          退職金共済掛金 60,480 59,940 540 按分比率３３.３％

          支払手数料 26,880 28,953 △ 2,073 　　 　　  〃

          新聞図書費 16,800 16,184 616 　　 　　  〃

          雑費 33,600 24,973 8,627 　　 　　  〃

　　 (4)法人税等引当支出 366,100 464,200 △ 98,100

　　   　 法人税等引当支出 366,100 464,200 △ 98,100

　　 (5)繰入金支出 1,040,913 1,409,340 △ 368,427

　　      一般会計繰入金支出 1,040,913 1,409,340 △ 368,427

  【事業活動支出計】(B) 9,101,310 8,901,899 199,411

  【事業活動収支差額】(A-B) 0 0 0

　　 当 期 収 支 差 額 0 0 0

　　 前期繰越収支差額  0 0 0

　　 次期繰越収支差額  0 0 0



  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　　　　目 　 当　年　度 増　　　減

　Ⅰ． 資産の部

　　　１． 流動資産　

　　　　　 現金　 45,791 28,327 17,464

　　　　　 普通預金　 4,179,208 1,921,133 2,258,075

　　　　　 定期預金　 400,175 0 400,175

　　　　　 支部活動前払金　 0 1,588,897 △ 1,588,897

　　　　　 青年・女性部会活動費前払金　 0 968,940 △ 968,940

　　　　　　　　【流動資産合計】 4,625,174 4,507,297 117,877

　　　２． 固定資産

　　　 (1）基本財産

　　　　　 定期預金等　 5,000,000 5,000,000 0

　　　　　　　　【基本財産合計】 5,000,000 5,000,000 0

　　　 (2）特定資産

　　　　　 社会貢献活動引当資産　 2,000,000 2,000,000 0

　　　　　 周年行事引当資産　 600,000 100,000 500,000

　　　　　 退職給与引当資産　 1,000,000 1,000,000 0

　　　　　　　　【特定資産合計】 3,600,000 3,100,000 500,000

　　　　(3）その他固定資産

　　　　　 什器備品　 174,391 267,698 △ 93,307

　　　　　 電話加入権　 122,800 122,800 0

　　　　　　　　【その他の固定資産合計】 297,191 390,498 △ 93,307

　　　　　　　　【固定資産合計】 8,897,191 8,490,498 406,693

　　　　　　　　【資産合計】 13,522,365 12,997,795 524,570

　Ⅱ． 負債の部

　　　１． 流動負債

　　　　　 預り金　 38,914 38,619 295

　　　　　 前受金　 0 0 0

　　　　　　　　【流動負債合計】 38,914 38,619 295

　　　２． 固定負債

　　　　　 退職給与引当金　 1,000,000 1,000,000 0

　　　　　　　　【固定負債合計】 1,000,000 1,000,000 0

　　　　　　　　【負債合計】 1,038,914 1,038,619 295

　Ⅲ． 正味財産の部

　　　１． 一般正味財産

　　　　　　　　【一般正味財産合計】 12,483,451 11,959,176 524,275

　　　  （うち基本財産への充当額） ( 5,000,000 ) 5,000,000 ( 0 )

　　　  （うち特定財産への充当額） ( 3,600,000 ) 3,100,000 ( 500,000 )

　　　　　　　　【正味財産合計】 12,483,451 11,959,176 524,275

　　　　　　　　【負債・正味財産合計】 13,522,365 12,997,796 524,569

 　　　一 般 会 計 貸 借 対 照 表　　　  

平 成 ２１ 年 ３ 月 ３１ 日 現 在

前　年　度



  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　目 予　算　額 決　算　額 差　　　異 備　　　考

Ⅰ．事業活動収支の部
 　１．事業活動収入
　　 (1)基本財産運用収入 17,500 17,601 △ 101
　　      基本財産利息収入 17,500 17,601 △ 101
　　 (2)特定資産運用収入 4,250 9,283 △ 5,033
　　　　　特定資産利息収入 4,250 9,283 △ 5,033
　　 (3)会費収入 9,299,000 9,168,000 131,000
　　      一般会費収入 8,879,000 8,770,000 109,000
          青年・女性部会会費収入 420,000 398,000 22,000
　　 (4)事業収入 960,000 847,500 112,500
          研修会会費収入 525,000 441,500 83,500
          支部事業収入 200,000 175,000 25,000
          青年・女性部会会費収入 135,000 131,000 4,000
          広告収入 100,000 100,000 0
　　 (5)補助金収入 5,133,100 5,088,100 45,000
　　　　 (全法連補助金収入) ( 4,213,100 ) ( 4,213,100 ) ( 0 )

　　　　　事業費補助収入 2,313,100 2,313,100 0
　　　　　事務局充実補助収入 1,200,000 1,200,000 0
　　　　　青年・女性部会補助収入 400,000 400,000 0
　　　　　 社会貢献活動補助収入 300,000 300,000 0
　　　　 (県法連補助金収入) ( 920,000 ) ( 875,000 ) ( 45,000 )

　　　　　会員増強強化補助収入 400,000 400,000 0
　　　　　活動費助成補助収入 220,000 220,000 0
　　　　　旅費補助金収入 300,000 255,000 45,000
　　 (6)雑収入 2,600,990 2,685,315 △ 84,325
　　　　　受取利息収入 990 2,200 △ 1,210 按分比率６６.７％
　　　　　事務委託収入 500,000 500,000 0
　　　　　雑収入 300,000 437,115 △ 137,115
　　　　　懇親会等会費収入 1,800,000 1,746,000 54,000
　　 (7)繰入金収入 1,040,913 1,409,340 △ 368,427
　　　　　   収益事業特別会計繰入金収入 1,040,913 1,409,340 △ 368,427
  【事業活動収入計】(A) 19,055,753 19,225,139 △ 169,386
 　２．事業活動支出
　　 (1)事業費 11,044,722 12,182,385 △ 1,137,663
　　      研修会費 2,500,000 4,290,537 △ 1,790,537
　　      社会貢献活動費 350,000 366,780 △ 16,780
　　      広報費　 332,000 324,029 7,971 按分比率６６.７％
　　      会報発行費 800,000 808,350 △ 8,350
　　      会員増強推進費 100,000 45,970 54,030
　　      支部活動費 4,295,522 3,698,874 596,648 按分比率６６.７％
　　      地域部会活動費 265,600 104,719 160,881 　　 　　  〃

　　      青年部会活動費 398,400 415,519 △ 17,119 　　 　　  〃

　　      女性部会活動費 398,400 464,105 △ 65,705 　　 　　  〃

　　      県連会費 240,000 240,000 0
　　      調査研究費 298,800 173,762 125,038 按分比率６６.７％
　　      負担金 280,000 279,697 303
　　      県連関係費 166,000 186,620 △ 20,620 按分比率６６.７％
　　      渉外費 70,000 64,000 6,000
　　      慶弔費 250,000 275,764 △ 25,764
　　      表彰費 100,000 177,089 △ 77,089
　　      ＩＴ関係費 200,000 152,370 47,630

 　　　　　一 般 会 計 収 支 計 算 書　　　　　 

平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで



  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　目 予　算　額 決　算　額 差　　　異 備　　　考

          会議費 0 114,200 △ 114,200
　　      　 委員会費 0 114,200 △ 114,200
　　 (2)会議費 1,162,000 0 1,162,000
　　      総会費 464,800 0 464,800
          役員会費 332,000 0 332,000
          委員会費 199,200 0 199,200
          その他会議費 166,000 0 166,000
　　 (3)管理費 5,916,041 6,425,172 △ 509,131
          役員報酬 599,194 609,905 △ 10,711 按分比率６６.７％

          給料手当 3,123,655 2,991,190 132,465 　　 　　  〃

          福利厚生費 531,200 476,768 54,432 　　 　　  〃

          会議費 0 986,558 △ 986,558
　　      　 総会費 0 436,020 △ 436,020 按分比率６６.７％

          　 役員会費 0 378,455 △ 378,455 　　 　　  〃

          　 委員会費 0 31,089 △ 31,089 按分比率６６.７％(厚生は除く)

          　 その他会議費 0 140,994 △ 140,994 按分比率６６.７％

          旅費交通費 199,200 71,436 127,764 　　 　　  〃

          通信運搬費 282,200 203,911 78,289 　　 　　  〃

          什器備品費 19,920 0 19,920 　　 　　  〃

           リース料 33,200 25,717 7,483 　　 　　  〃

          消耗品費 232,400 174,959 57,441 　　 　　  〃

          印刷製本費 73,040 71,961 1,079 　　 　　  〃

          賃借料 549,792 552,276 △ 2,484 　　 　　  〃

          退職金共済掛金 119,520 120,060 △ 540 　　 　　  〃

          支払手数料 53,120 57,994 △ 4,874 　　 　　  〃

          新聞図書費 33,200 32,416 784 　　 　　  〃

          雑費 66,400 50,021 16,379 　　 　　  〃

  【事業活動支出計】(B) 18,122,763 18,607,557 △ 484,794

  【事業活動収支差額】C(A-B) 932,990 617,582 315,408

Ⅱ．投資活動収支の部   

 　１．投資活動収入

  【投資活動収入計】 0 0 0

 　２．投資活動支出

  【投資活動支出計】 500,000 500,000 0

  【投資活動収支差額】(D) △ 500,000 △ 500,000 0

Ⅲ．財務活動収支の部   

 　１．財務活動収入

  【財務活動収入計】 0 0 0

 　２．財務活動支出

  【財務活動支出計】 0 0 0

  【財務活動収支差額】(E) 0 0 0

Ⅳ．予備費支出

　　    予備費支出 (Ｆ) 4,901,668 0 4,901,668

　　 当 期 収 支 差 額 G(C+D+E-F) △ 4,468,678 117,582 △ 4,586,260

　　 前期繰越収支差額 H 4,468,678 4,468,678 0

　　 次期繰越収支差額 G+H 0 4,586,260 △ 4,586,260



  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　　減 備　　　考

Ⅰ．事業活動収支の部

 　１．事業活動収入

　　 (1)推進費収入 8,965,900 9,100,800 △ 134,900

　　      全法連推進費収入 8,865,900 9,000,800 △ 134,900

　　      表彰費収入 100,000 100,000 0

　　 (2)雑収入 1,000 510 490

　　　　　受取利息収入 1,000 510 490 按分比率３３.３％

　　　　　雑収入 0 0 0

  【事業活動収入計】(A) 8,966,900 9,101,310 △ 134,410

 　２．事業活動支出

　　 (1)事業費 5,006,548 4,014,438 992,110

　　　　　　(直接経費) ( 982,500 ) ( 900,000 ) ( 82,500 )

　　　　　福利厚生制度推進費 900,000 800,000 100,000

　　      渉外費 0 50,000 △ 50,000

　　      慶弔費 0 0 0

　　        福利厚生制度表彰関係費 50,000 50,000 0

　　      厚生委員会費 32,500 0 32,500

　　　　　　(間接経費) ( 4,024,048 ) ( 3,114,438 ) ( 909,610 )

　　      広報費 259,740 168,000 91,740 按分比率３３.３％

　　      支部活動費 2,114,776 2,173,638 △ 58,862 　　 　　  〃

　　      地域部会活動費 33,300 134,400 △ 101,100 　　 　　  〃

　　      青年部会活動費 199,800 201,600 △ 1,800 　　 　　  〃

　　      女性部会活動費 199,800 201,600 △ 1,800 　　 　　  〃

　　      調査研究費 116,550 151,200 △ 34,650 　　 　　  〃

　　      県連関係費 83,250 84,000 △ 750 　　 　　  〃

　　      会議費 69,930 0 69,930

　　         委員会 69,930 0 69,930 按分比率３３.３％

　　      役員報酬 158,042 0 158,042 　　 　　  〃

　　      給料手当 788,860 0 788,860 　　 　　  〃

　　 (2)会議費 0 638,000 △ 638,000

　　　　　　(直接経費) ( 0 ) ( 50,000 ) ( △ 50,000 )

　　      厚生委員会費 0 50,000 △ 50,000

 　平成２１年度収益事業特別会計収支予算書　 

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで



  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　　減 備　　　考

　　　　　　(間接経費) ( 0 ) ( 588,000 ) ( △ 588,000 )

　　      総会費 0 235,200 △ 235,200

          役員会費 0 168,000 △ 168,000

          委員会費 0 100,800 △ 100,800

          その他会議費 0 84,000 △ 84,000

　　 (3)管理費 2,582,957 3,041,859 △ 458,902

　　      福利厚生制度連絡協議会 50,000 0 50,000

          役員報酬 158,042 303,206 △ 145,164 按分比率３３.３％

          給料手当 788,861 1,580,645 △ 791,784 　　 　　  〃

          福利厚生費 276,390 268,800 7,590 　　 　　  〃

　　      会議費 449,550 0 449,550

　　         総会費 233,100 0 233,100 按分比率３３.３％

             役員会費 166,500 0 166,500 　　 　　  〃

             委員会費 49,950 0 49,950 　　 　　  〃(厚生は除く)

             その他会議費 0 0 0 　　 　　  〃

          旅費交通費 99,900 100,800 △ 900 　　 　　  〃

          通信運搬費 116,550 142,800 △ 26,250 　　 　　  〃

          什器備品費 0 10,080 △ 10,080 　　 　　  〃

          減価償却費 0 0 0 　　 　　  〃

           リース料 13,320 16,800 △ 3,480 　　 　　  〃

          消耗品費 99,900 117,600 △ 17,700 　　 　　  〃

          印刷製本費 36,630 36,960 △ 330 　　 　　  〃

          賃借料 275,724 278,208 △ 2,484 　　 　　  〃

          租税公課 74,900 48,200 26,700

          退職金共済掛金 59,940 60,480 △ 540 按分比率３３.３％

          支払手数料 33,300 26,880 6,420 　　 　　  〃

          新聞図書費 16,650 16,800 △ 150 　　 　　  〃

          雑費 33,300 33,600 △ 300 　　 　　  〃

　　 (4)法人税等引当支出 333,500 366,100 △ 32,600

　　   　 法人税等引当支出 333,500 366,100 △ 32,600

　　 (5)繰入金支出 1,043,895 1,040,913 2,982

　　      一般会計繰入金支出 1,043,895 1,040,913 2,982

  【事業活動支出計】(B) 8,966,900 9,101,310 △ 134,410

  【事業活動収支差額】(A-B) 0 0 0

　　 当 期 収 支 差 額 0 0 0

　　 前期繰越収支差額  0 0 0

　　 次期繰越収支差額  0 0 0



  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　　　　目 　 当　年　度 増　　　減

　Ⅰ． 一般正味財産増減の部

　　　１． 経常増減の部

　　　 (1）経常収益

　　 推進費収益 8,900,800 9,173,200 △ 272,400

　　　　全法連推進費収入 8,900,800 9,173,200 △ 272,400

　　 雑収入 1,099 522 577

　　    受取利息 1,099 522 577

　　　　　　【経常収益計】 8,901,899 9,173,722 △ 271,823

　　　 (2）経常費用

　　 事業費 3,749,903 4,599,803 △ 849,900

　　    広報費　 161,771 171,034 △ 9,263

　　    支部活動費 1,846,664 2,743,752 △ 897,088

　　    地域部会活動費 52,281 82,410 △ 30,129

　　    青年部会活動費 207,448 426,662 △ 219,214

　　    女性部会活動費 231,704 316,946 △ 85,242

　　    調査研究費 86,751 125,270 △ 38,519

　　    県連関係費 93,170 98,443 △ 5,273

　　    慶弔費 0 0 0

　　　　福利厚生制度表彰関係費 0 62,363 △ 62,363

　　　　福利厚生制度推進費 1,065,884 572,923 492,961

　　    厚生委員会費 4,230 0 4,230

　　 会議費 0 549,126 △ 549,126

　　    総会費 0 168,967 △ 168,967

        役員会費 0 124,638 △ 124,638

        委員会費 0 90,049 △ 90,049

　　    厚生委員会費 0 83,296 △ 83,296

        その他会議費 0 82,176 △ 82,176

　　 管理費 3,278,456 2,820,505 457,951

　　    福利厚生制度連絡協議会 22,488 0 22,488

        役員報酬 304,495 286,224 18,271

        給料手当 1,493,353 1,497,783 △ 4,430

        福利厚生費 238,027 204,042 33,985

        会議費 492,540 0 492,540

　　       総会費 217,683 0 217,683

           役員会費 188,944 0 188,944

           委員会費 15,521 0 15,521

           その他会議費 70,392 0 70,392

        旅費交通費 35,664 65,439 △ 29,775

        通信運搬費 101,802 133,475 △ 31,673

        什器備品費 0 4,958 △ 4,958

         リース料 12,839 26,986 △ 14,147

        消耗品費 87,348 105,760 △ 18,412

        印刷製本費 35,926 35,034 892

        賃借料 275,724 277,380 △ 1,656

平成２０年４月から平成２１年３月まで

前　年　度

 　　　　収益事業特別会計正味財産増減計算書　　　　 



  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　　　　目 　 当　年　度 増　　　減

        租税公課 48,200 49,800 △ 1,600

        退職金共済掛金 59,940 60,300 △ 360

        支払手数料 28,953 19,108 9,845

        新聞図書費 16,184 16,951 △ 767

        雑費 24,973 37,265 △ 12,292

　　 法人税等引当支出 464,200 324,000 140,200

        法人税等引当支出 464,200 324,000 140,200

　　 他会計への繰出額 1,409,340 880,288 529,052

　　    一般会計繰入金支出 1,409,340 880,288 529,052

　　　　　　【経常費用計】 8,901,899 9,173,722 △ 271,823

　　　　　　【当期経常増減計】 0 0 0

　　　２． 経常外増減の部

　　　　　　【当期一般正味財産増減額】 0 0 0

　　　　　　【一般正味財産期首残高】 0 0 0

　　　　　　【一般正味財産期末残高】 0 0 0

Ⅱ．正味財産期末残高 0 0 0

前　年　度



 

 収支計算書に対する注記  
 

１．資金の範囲 

資金の範囲には現金、預金、定期預金、預り金、および法人税等引当金を含めている。 

 

２．次期繰越収支差額に含まれる資産および負債の内訳 

          （単位： 円） 
 

科        目 前 期 末 残 高 当 期 末 残 高 

２８,３２７

２,２４５,１３３

１,５８８,８９７

  ９６８,９４０

０

４５,７９１

４,６４３,４０８

  ０

０

４００,１７５

４,８３１,２９７ ５,０８９,３７４

現        金 

預        金 

支 部 活 動 費 前 払 金 

青年・女性部会活動費前払金 

定 期 預 金 

合   計 

預 り 金 

法 人 税 等 引 当 金 

合   計 

３８,６１９

３２４,０００

３６２,６１９

３８,９１４

４６４,２００

５０３,１１４

４,４６８,６７８ ４,５８６,２６０次 期 繰 越 収 支 差 額 
  

 

 



財務諸表に対する注記  
 

１．計算書類の作成に関する重要な会計方針 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

         直接法による定額法で減価償却を実施している。 

(2) 消費税等の会計処理 

      消費税込額で表示している。 

      会費収入は不課税である。 
 

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。         （単位： 円） 
 

科    目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

５,０００,０００         ０

 

        ０ ５,０００,０００

５,０００,０００         ０         ０ ５,０００,０００

２,０００,０００

１００,０００

１,０００,０００

０

５００,０００

０

 

０ 

０ 

０ 

２,０００,０００

６００,０００

１,０００,０００

３,１００,０００ ５００,０００         ０ ３,６００,０００

8,１００,０００ ５００,０００ １,５００,０００ ８,６００,０００

 基本財産 

定期預金 

小    計 
 

特定資産 

 社会貢献引当資産 
周年行事引当資産 

 退職給与引当資産 

小    計 

合    計 
    

 

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。         （単位： 円） 
 

科    目 前期末残高 
うち指定正味財産 

からの充当額 

うち一般正味財産 

からの充当額 

うち負債に 

対応する額 

５,０００,０００      －

 

(５,０００,０００) 

 

     －

５,０００,０００        － (５,０００,０００)        －

２,０００,０００

１００,０００

１,０００,０００

－

   －

－

 

(２,０００,０００) 

(６００,０００) 

(１,０００,０００) 

 

－

   －

－

３,１００,０００    － (３,６００,０００)    －

8,１００,０００     － (８,６００,０００)     －

 基本財産 

定期預金 

小    計 
 

特定資産 

 社会貢献引当資産 
周年行事引当資産 

 退職給与引当資産 

小    計 

合    計 
    

 

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。  （単位： 円） 
 

科    目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

２,３４５,５７８ ２,１７１,１８７ １７４,３９１

２,３４５,５７８ ２,１７１,１８７ １７４,３９１

 

 什器備品 

     合   計 
   

 

 



 

平 成 2 0 年 度 事 業 報 告 

 

１．概 況 
 

   平成２０年度は公益法人制度改革への対応を最重要課題と位置付け、全国全ての単位法

人会が「公益社団法人」を目指すという指針が示され、公益認定を得るための準備に着手

し、新しい法人会の構築を図るため、制度改革に関する情報収集に努めるとともに、法人

会における課題や問題点について検討を開始した。 

   事業活動の面においては、公益法人制度改革への対応を踏まえつつ、「三本柱」である税

知識の普及や建設的な税制改正の提言、地域社会における幅広い貢献活動、会員の自己啓

発を図るための研修活動の充実などに積極的に取り組んだ。 

   このうち、税制改正への提言については、「今後の望ましい税制のあり方」を基本テーマ

に設定し、中小企業の活性化に資する税制をはじめ、税のオピニオンリーダーとしてわが

国の将来を展望した建設的な提言に努めた。 

   社会貢献活動については、地域に密着した活動として公益性および存在感を一層高める

ことに留意し、特に税の啓発・租税教育については、全国統一の活動のために全法連が作

成したマンガ本及び租税教育用教材等を活用し、租税教室の開催など税の啓発活動に努め

た。 

   研修活動については「ｅ－Ｔａｘ」普及のための施策に積極的に取り組むとともに「税

法・税務」を中心に研修会の開催強化に努め、研修参加人員の増大を図った。なお、「公益

性」をより一層高めるため、会員企業に加えて一般市民等にも対象を広げた研修・講演会

も開催している。 

   また、広報活動については、イメージキャラクターによるポスター・テレビＣＦによる

ＰＲのほか、ホームページによる情報提供等によって充実を図る一方「会報」および全法

連機関誌「ほうじん」を配布した。 

   組織基盤の面においては、全国的な「会員増強月間」に積極的に取り組んでいるが、中

小企業の景気回復の遅れなどの影響を受け、目標を下回る厳しい結果となった。 

   福利厚生制度については、会員企業の保険に対する意識の変化、保険業界における規制

緩和の進展などの要因により法人会の福利厚生制度を取り巻く環境は依然として構造的な

変革が続いているため、大型保障制度など主要制度における加入件数は前年比マイナスと

なった。 

   地区会については、独自の研修活動を行なっており、公益法人制度改革を踏まえ、会員

企業に加えて一般市民等にも対象を広げた研修・講演会を開催している。 

   このほか、青年部会については、「租税教育活動」を実施した。また女性部会については、

研修会の都度タオル収集を行ない福祉施設へ寄贈している。



２．公益関係 

  １．税の啓発活動 

   ⑴ 平成２０年度の税制・税務に関する研修会の実施状況 

     平成２０年度の研修会開催状況は下記のとおりである。 
 

項目別研修会開催状況 

     テ ー マ          参加人員 実施回数     講 師 名 

  八団体定時総会記念講演会       ５９名   1 回  大 橋 眞  三条税務署長 

決算期別説明会           ３４１名  １２回  三 条 税 務 署 担 当 官 

年末調整説明会           ６３１名   ４回  三 条 税 務 署 担 当 官 

  平成２０年度税制改正はこう変わる   ５４名   １回  三 条 税 務 署 担 当 官 

  減価償却・交際費課税制度       ５４名   １回  木 伏 良 雄 税理士 

  経営承継円滑化法と相続税法改正の方向 ４４名   １回  木 原   崇 税理士 

  確定申告にかかる留意点について    １１名   １回  三 条 税 務 署 担 当 官 
平成２１年度税制改正(案)と決算上誤りやすい 

事例について                                        ２８名   １回  三 条 税 務 署 担 当 官 

  税務事例の取扱いについて       ２８名   １回  木 伏 良 雄 税理士 

 

   ⑵ 租税教育活動 

     高校生を対象とした租税教室を税務当局の協力を得て開催し、日本の未来を担う生 

徒たちに税の大切さを理解できるよう講師に税務署担当官・税理士を迎え租税教育を 

推進した。 

    ○１０月２１日 県立三条高校３年１クラス 

    ○１１月１９日 私立加茂暁星高校３年１クラス 

    ○１２月１１日 県立三条商業高校３年１クラス 

   ⑶ 税の広報活動 

    イ.「会報」法人会だより年２回編集発行の配付。 

    ロ．全法連「ほうじん」年４回（季刊発行）の配付。 

    ハ.「税の窓」（法人会の動き）税務団体共同機関誌年４回編集発行の配付。 

    ニ．三條新聞に確定申告時期に合わせて税の広告を掲載した。 

    ホ.「ｅ－Ｔａｘ」の利用促進を図るため「ｅ－Ｔａｘ」のパンフレットを配布した。 

   ⑷ 研修用テキストの作成・配付 

     税法・税務関係の研修会については、法人会の研修事業の中心であり、平成２０年 

度においても各種テキスト等を作成し参加者に配付している。 

    ①平成２０年度税制改正 

    ②平成２０年度法人税関係法令の改正の概要 

    ③平成２０年度税制改正のあらまし「速報版」 

    ④平成２０年度税制改正のあらまし 

    ⑤平成２０年度会社の決算・申告の実務（法人税申告のアプローチ） 

    ⑥消費税のあらまし 

    ⑦判例事例から見た検証交際費課税 

    ⑧役員給与の税務 

    ⑨交際費の税務 

    ⑩法人の減価償却制度の改正のあらまし 

    ⑪源泉所得税の改正のあらまし 

    ⑫平成２１年度税制改正（案）のポイント 

    ⑬決算・申告において誤りやすい事例 

    ⑭契約書や領収書と印紙税 

 



２．税制提言活動 

⑴ 税制改正に関する提言の概要 

   本年度も基本テーマを「今後の望ましい税制のあり方」と設定し、国・地方を通じて徹

底した行財政改革の推進と、中小企業の置かれている厳しい状況を踏まえ、中小企業の活

性化に配慮した提言を取りまとめた。 

   さらに「税制改正に関するアンケート調査」の実施結果もあわせて６月６日付で新潟県

法連が全法連へ提出した。 
 

   新潟県法連がまとめた要望事項は、以下の通り 

 

平成２１年度税制改正要望事項 

総  論 

  第一 経済活性化への積極的取り組み 

    昨今の原油・穀物価格の高騰は折角景気回復の兆しの見えていた経済を停滞させ企 

業収益を深刻にしている。特に地方の中小企業においては厳しい経営を余儀なくされ、い 
ろんな面で企業努力をして頑張っているのが現状である。 

 中小企業の７０％が赤字経営であり、税収に大きな影響を与えているが、赤字国家 

の財政再建には、景気回復による税制の増加が一番重要であることを強く認識する必 

要がある。 

 政府は、中小企業が景気回復の波に乗れるための施策を早急に示し、具体的に行動 

する必要がある。 

  第二 徹底した行財政改革による歳出削減 

    平成２０年度予算によれば、本年度の国債発行２５.３兆円、歳入総額に占める公 

債金収入３０.５％であり、平成２０年度末の公債残高はなんと５５３兆円にも上る 

と言われているが、これは、まさに破綻同然の財政状況である。 

政府としては、思い切った行財政改革を実施し歳出削減を徹底していかなければな 

らない。 
 

新潟県連として次のとおり要求する。 

１．政府は平成２３年を目標にプライマリーバランスの回復を図る方針を決めたが、 

最近その実現が疑問視されはじめた、早急に国民の納得のいく施策を提示して行動 

すること。 

２．公務員定数の削減と給与・退職金の抑制及び公務員継続雇用可否の適正検査制度 

の導入 

３．議員数の削減及び報酬の見直し 

４．公的資金を投入している特殊法人等の廃止及び縮小 

５．公共を積極的に民間に移行 

６．市町村合併の効果（経済節減）を早めに取り組む 

７．特別会計は、その内容があまり公表されておらず十分なチェックがないまま肥大 



化してきた特別会計の抜本的改革が必要 

  第三 法人・個人所得税について 

    税制は、公平・中立・簡素の課税三原則に立って、広く、薄く、公平に適正な税負 

担を求めていくことが大切であり、国民全体が公的サービス費用を負担することで従 

来より課税ベースの見直しを要望してきた。 

法人税の実効税率は主要国に比べまだ高いことから引き下げが必要であり、特にま 

だまだ厳しい状況にある中小企業の活性化を図るために景気浮揚に配慮した税制改正 

が必要である。 

交際費の課税については、引き続き廃止の方向で要望していく。個人所得について 

は、累進課税区分や課税最低限の見直しが一部なされているが、不公平が生じないよ 

う配慮すべきである。また、少子高齢化対策として子育てに配慮した税額控除制度の 

創設を要望する。 

  第四 社会保障制度の改革推進について 

    財政と社会保障の問題については、少子高齢化が進むなかで国民は将来の不安がま 

   すます増大してきている。出生率が最低となった理由の第一は将来に対する不安が上 

げられるが、まさに現在の財政危機の中での社会保障制度の低下がはっきりしてきて 

いるものと考えられる。既に、高齢者控除に廃止、年金の支給年齢引き上げ、保険料 

の増額等、国民の負担が増加してきている。 

一方、国民年金保険料の未納増加や社会保険庁のでたらめな体質や反省の無さに国 

民の不満は以前にも増して大きくなってきている。保険料は、年金支給以外には支出 

しないことを法制化すべきである。 

 議員年金問題や国家公務員共済年金との一元化問題等については早急に改善すべき 

である。 

 公的福祉制度の民間委譲は、地方財政の削減、民間雇用促進の効果も期待できるこ 

とからより強力に取り組む必要がある。 

 増大する社会保障費の負担は、国民全体が負うべきであり、消費税は社会保障に重 

点的に充てるようにしていく必要がある。 

 

（ 基 本 事 項 ） 
 

制度の改正要望事項 

  第一 法人税制について 

    地域経済の担い手である中小企業は、まだまだ厳しい経済環境におかれていること 

から改善する点が多い。 

 このため、以下の改革を要望する。 

 １ 法人税率の引き下げ 

   我が国の法人税の実効税率は、ＥＵ諸国やアジア諸国に比べ高く、先行き不透 

明な経済を立て直すためにも法人税の引き下げを要望する。 

 ２ 中小企業の軽減税率引き下げ 

   中小企業は厳しい状況にあることから軽減税率を２２％から２０％に引き下げ、



昭和５６年に決められた適用課税所得８００万円を１,５００万円に引き上げるよ  

う要望する。 

 ３ 交際費課税の見直し 

      平成１８年度税制改正で損金不算入から１人５,０００円以下の飲食費を除外 

したが定額控除額４００万円はそのままである。交際費は、経営運営上必要欠か 

せない経費であることから現在の損金算入限度額を大幅に引き上げるか、全額損 

金扱いにするよう要望する。 

 ４ 特定同族会社の役員給与損金の不算入規定の廃止 

      １８年度改正で１９年度に見直されたが、特定の同族会社だけを対象にする増 

税であり、廃止するよう要望する。 

 ５ 企業会計原則と税法について 

      企業会計原則は、実務の中に慣習として発達したもののなかから一般に公正妥 

当と認められている処理であることから、税法もできる限り原則に近づける処理 

を要望する。 

 

  第二 個人所得税制について 

    税率構造の累進緩和や諸控除により所得課税の負担は軽減されてきており、国際的 

   に見ても低い水準となってきていた。しかし、配偶者特別控除の制度の縮減、定率減 

   税の廃止、年金課税の見直し等で個人の税負担は増加している。公平・中立・簡素の 

三原則に立って、広く薄く公平に税負担するよう税率構造を見直すことが大切である。

 １ 税率構造のさらなる是正 

   平成１８年度改正で税率構造が３区分から６区分となったが、一部では増税と 

なるところもあり更なる改善が必要である。 

 ２ 諸控除等の見直し 

   （１）各種控除制度の更なる見直しを簡素化すること。 

   （２）それにより税負担が重くなり過ぎる場合は、基礎控除引き上げをして調 

整すること。 

 ３ 少子化対策としての減税措置 

      子育てに配慮した減税は必要であるが、少子化問題は税優遇等で解決するよう 

な単純な問題ではなく、出産、育児、就労等企業の支援なども含め社会全体での 

環境整備が必要である。 

 ４ 金融所得一体課税の検討 

      １０種類ある所得類型を一定の類型に統合または簡素化して損益通算ができる 

ようにするべきである。税制の簡素化のために、金融所得の一体課税を行うよう 

要望する。 

 ５ 納税者番号制度の活用 

      金融所得一体課税の新設に合わせ損益計算する際、また年金制度の一元化や国 

     民年金の未納問題等を考えれば全国民に番号を付与することが必要である。プラ 

イバシーの侵害防止のための法整備を検討した上で、課税の公平が図られるよう 

な制度導入を進めるべきである。 



  第三 消費税制について 

 １ 消費税率引き上げの条件 

   危機的な財政状況、少子高齢化による財政需要の増大を考えるといずれは、引 

  き上げざるを得ないが、その前に徹底した行財政改革を実施し膨大な歳出を減ら 

すことが先決であり、引き上げの条件として、増大する社会保障費に重点的に充 

てるとともに、地方消費税の配分率を高め大都市との税収格差に悩む地方への手 

厚い配分を要望する。 

 ２ 消費税率の引き上げ方法 

   当分は一桁台にとどめること、食料品等に対する軽減税率も考えられるが、非 

常に複雑な取り扱いとなる可能性もあり慎重を期する必要がある。 

また、多少の手間がかかっても公平性、透明性からインボイス制度を導入す 

べきある。 

  第四 相続税制について 

     中小企業の事業承継税制については、平成２１年度改正の見直しで、中小企業を 

対象に納税額の８０％猶予制度が創設されたことは評価するが適用に当たっての要 

件が厳しすぎる、要件の緩和と従来から要望してきた非上場株式の評価方法を見直 

す、減額措置の拡充を引き続き要望する。 

  第五 地方税制について 

 １ 固定資産税評価方法について 

   固定資産税については、地価の下落にもかかわらず地価実勢等から見ても税負 

担が重くなっており、評価方法や課税方式の抜本的な見直しが必要である。 

   （１）地価の評価については、現在、国土交通省、総務省、国税局がそれぞれ 

目的に応じた評価をしているが、評価体制の一元化を含め、行政の効率と 

コスト削減に努めるべきである。 

   （２）土地の評価は、その土地の利用価値をみて「収益還元価格」で評価する 

よう改めること。 

   （３）居住用家屋については、現在、再建築価格方式で評価しているが、これ 

を建築後の経過年数や処分価格を基準に評価する方法に改めること。事業 

用については「収益還元価格」で評価するようにすること。 

 ２ 事業所税について 

   事業に係る事業所税は、固定資産税との二重課税的な性格を有すること、市長 

  村によって徴収あり、なしと不公平であり市町村合併の際問題とされているケー 

スがある。負担の公平さから見ても不合理であり廃止すべきである。 

 ３ 外形標準課税について 

   資本金１億円超の法人については、既に平成１６年度から適用されたが、経営 

  基盤の弱い中小企業に対しては従来通り対象としないことを要望する。 

  第六 環境税制について 

     環境税については、法定外目的税として環境を理由に導入が検討されているが、 

税の使途やＣＯ2削減効果等については明確でない。将来、導入される場合は、既 

存のエネルギー関係税や特定財源制度等、税全体の中で対応すべきである。また、 



ＣＯ2を吸収する森林を保有する地方には税の還元を考慮する。 

なお、環境保全に積極的に協力した企業に対する優遇税制の検討も必要である。 

  第七 その他 

   １ 耐用年数の見直し 

耐用年数は、物を対象に一律に規定されているが、積雪寒冷地における破損や消 

耗度合いは温暖地とは比較にならず、特に車、家屋等については抜本的に短縮する 

よう要望する。 

     なお、海岸地域の塩害についても積雪寒冷地同様に短縮を要望する。 

 

（ 個 別 事 項 ） 
 

  第一 法人税関係 

   １ 退職給与引当金制度の復活 

企業としては、将来確実に発生する債務を引き当てるものであることから、この 

制度を復活すること。 

   ２ 確定申告書提出期限の延長 

決算事務については、諸手続き等のため２ヶ月以内で完了することがなかなか困 

難であることにより、法人税の確定申告書の提出期限を事業年度終了後３ヶ月以内 

に延長する。 

   ３ 災害見舞金等の課税免除 

激甚災害法の指定を受けた先に対する災害見舞金等に課税するのは納得が行かな 

い。交際費税から免除する。 

   ４ 無形減価償却資産の償却期間の短縮 

電算機ソフトウェアは５年償却となっているが、技術進歩が早いため期間を３年 

とする。 

  第二 所得税関係 

   １ 土地譲渡所得の損益通産の復活 

平成１６年度に長期譲渡所得の特別控除が廃止され、かつ土地建物等の譲渡所得 

と他の所得との損益通産が廃止となった。土地流動化促進のために損益通算を復活 

させること。廃止された百万円の特別控除も認めること。 

  第三 相続関係 

   １ 贈与税配偶者控除の引き上げ 

昭和６３年以来据え置かれている居住用不動産の配偶者控除額を２,０００万円 

から３,０００万円に引き上げること。 

   ２ 保険金・死亡退職金の非課税限度額引き上げ 

法定相続人１人５００万円を１,０００万円に引き上げること。相続税資金の確 

保や事業継承の資することになる。 

  第四 間接税関係 

   １ 印紙税の改正 

（１）約束手形及び為替手形の非課税限度額は、手形金額が３０万円未満とする。 



（２）売上代金の受取書の非課税限度額は１０万円未満の受取書とする。 

 

                            以 上 

 

 

⑵ 税制改正要望大会への参加 

   〔開催日〕  平成２０年１０月２日（木） 
   〔会 場〕  山口きらら博記念公園（きらら多目的ドーム） 
   〔来 賓〕  荒井国税庁課税部長 冨屋広島国税局長 岡本山口税務署長 
          二井山口県知事 渡辺山口市長 外１４名 
   〔法人会参加人員〕 約１,９００名 
 

要 望 大 会 
 

税制改正に関するスローガン 

○待ったなし。国・地方とも 聖域なき行財政改革の断行を！ 
○税制の抜本的改革により、経済社会に活力を！ 
○企業の活力発揮、競争力強化のため、法人税率の引き下げを！ 
○所得税・住民税を抜本的に見直し、簡素で公平な税制の実現を！ 
○中小企業の重要性を認識し、欧米並みの事業承継税制の確立を！ 
○消費税率を引き上げる前に、行財政改革の徹底と歳出の見直しを！ 
○固定資産税の課税方式を抜本的に見直し、税負担の適正化を！ 
○少子化対策は重要な課題、税制も含め総合的な施策を！ 

 
⑶ 要望実現のための陳情活動の展開 

    全法連、各県連および単位会とも要望実現のための陳情活動を展開し、三条法人会と

しては会長、税制委員長および専務理事で編成した要望団によって、平成２０年１２月

３日、管内選出の衆参両院の各国会議員に対し陳情を実施するとともに、地方自治体に

対する要望活動については、市長、市議会議長へ陳情を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



⑷ 平成２０年度税制改正の主な実現事項（全法連） 

    法人会が要望した項目のうち改正が行われた箇所は以下の通りです。 
 

～法人会の税制改正に関する提言の主な実現事項～ 
 
 平成２１年度においては、景気回復の実現に資する観点から、法人関係税制、中小企業関 
係税制、相続税制、金融・証券税制など一定の措置が講じられることとなりました。 
 ここでは、法人会が要望した項目を中心に改正が行われた箇所を取り上げております。 
 
１．法人関係税制 
⑴ 法人税の軽減税率の引き下げ 
  平成２１年４月１日から平成２３年３月３１日までの間に終了する各事業年度において、 
 中小企業の所得金額のうち年８００万円以下の金額に対する法人税の軽減税率が１８％（ 
 現行２２％）に引き下げられます。 
⑵ 欠損金の繰戻し還付制度の適用 
  平成２１年２月１日以後に終了する各事業年度に生じた中小企業の欠損金額については、 
 欠損金の繰戻しによる還付制度が適用されます。 
⑶ 中小企業等基盤強化税制の適用延長 
  中小企業等基盤強化税制の適用期限が２年延長されました。 
２．相続税制 
⑴ 非上場株式等に係る相続税の納税猶予制度の創設 
  一定の要件の下で、非上場会社の経営を承継する相続人がその会社の株式等を相続した 
 場合、その株式等に係る課税価格の８０％に対応する相続税の納税が猶予されます。 
  なお、この納税猶予制度は、中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律の施行 
日（平成２０年１０月１日）以後の相続から適用されます。 

⑵ 非上場株式等に係る贈与税の納税猶予制度の創設 
  一定の要件の下、認定中小企業者の代表者から株式等を贈与され、その会社を経営して 
いくこととなった後継者については、その贈与に係る贈与税の全額について納税が猶予さ 
れます。 
 また、贈与者の死亡時には、株式等を相続により取得したものとみなし、経済産業大臣 
の確認を受けた場合に、相続税の納税猶予が適用されます。 

３．金融・証券税制 
上場株式等に係る配当所得および譲渡所得等に対する課税 

 平成２１年１月１日から平成２３年１２月３１日までの間の上場株式等の配当所得およ 
び譲渡所得等に対する税率が１０％の軽減税率となります。 

４．所得税制 
⑴ 住宅借入金を有する場合の所得税額の特別控除 
  住宅借入金により住宅を取得し、平成２１年から平成２５年までの間に居住した場合、 
一定要件の下で、住宅借入金の年末残高に応じて所得税額が控除されます。 

  なお、所得税から控除しきれなかった分については、翌年分の個人住民税額から控除さ 



れます。 
⑵ 生命保険料控除制度の改組 
  従来の一般生命保険料控除とは別枠で介護医療保険料控除が創設され、一定要件の下で、 
所得税と個人住民税について適用されます。 

５．土地税制 
事業者（個人を含む）が、平成２１年および平成２２年に土地等（棚卸資産を除く）を 

取得し、取得の日を含む事業年度終了の日後１０年以内に、所有する他の土地等（棚卸資 
産を除く）を譲渡した場合には、譲渡益の８０％（平成２２年取得分は６０％）相当額を 
限度として課税の繰り延べが認められます。 

６．その他（自動車課税） 
電気自動車やプラグインハイブリッド自動車など一定の要件を満たす自動車について、 

平成２１年４月１日から平成２４年４月３０日までの間に受けた検査の際に納付すべき自 
動車重量税が免除されます。 

また、平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日までの間に取得した場合には、自 
動車取得税が免除されます。 
 

 
⑸ 全法連主催・税制委員セミナーへの参加 

    開催日 平成２１年２月１８日 
    場 所 ハイアットリージェンシー東京 
    内 容  
     第１講座 
      演題 「平成２１年度税制改正と今後の課題について」 
      講師 財務省大臣官房審議官 古谷一之 氏 
     第２講座 
      演題 「今後の税制改革の行方について」 
      講師 東京大学大学院教授  井堀利宏 氏 
    出席者数 ４７１名（うち三条法人会１名） 
 



３．経営支援活動 

  ⑴ 平成２０年度の経営支援に関する研修会の実施状況 

    平成２０年度の研修会開催状況は下記のとおりである。 
 

項目別研修会開催状況 

      テ ー マ         参加人員 実施回数     講 師 名 
 

  合同納税表彰式基調講演        ８２名   １回  國 定 勇 人 三条市長 

  決算書 見方・活かし方のチェックポイントと 

資金繰り改善                                  ８３名   １回  小坂雄二中小企業診断士 

  オーナー経営者の相続・事業承継    ４４名   １回  大同生命㈱研修担当部長 島 津 悟 

  今こそ、会計で会社を強くする！    ２３名   １回  山 口  昇  税理士 

  日本の景気動向と中国情勢      １０５名   １回  ジャーナリスト 田 畑 光 永 

  どうなる！麻生政権と日本の未来   １００名   １回  政治ジャーナリスト 末 延 吉 正 

 

  ⑵ 研修用教材の作成・配布 

    経営セミナーに関する教材や資料は経営情報の周知には必要であり、平成２０年度にお

いても各種テキスト等を作成し、研修会の開催時等に参加者に配付している。 

    ①決算書の見方・活かし方のチェックポイントと資金繰り改善 

    ②中小企業事業承継ハンドブック 

    ③オーナー経営者の相続・事業承継 

    ④今こそ、会計で会社を強くする！ 

    ⑤業績アップの着眼点 

    ⑥社長！儲けたいなら数字はココを見なくちゃ！ 

    ⑦経営計画もっと儲かる経営計画のつくり方 

 
４．地域発展活動 

  ⑴ 社会貢献活動 

    地域社会貢献活動の一環として実施している特別養護老人ホームにタオルを寄付した。

タオルの収集活動は女性部会のセミナー等の折に持参して頂いたり、また年１回一般市民

に公開した文化講演会に参加料の替わりにタオル１本以上をお願いしている。当日の案内

資料としてゲゲゲの鬼太郎「これが人間社会だ！税ってなんだ？」（水木しげる氏）のマ

ンガ本等を配布した。 
         地域社会貢献活動による文化講演会 
    開催日時  平成２０年１０月２２日（水）午後２時～３時３０分 
    会  場  ハミングプラザビップＶＩＰグランドホール 
    講  師  俳優 村 野 武 範 氏 
    テ ー マ  「日本の味 世界の味」 
    参加者数  １５０名 
    １２月１６日(火) 見附市「すずらんの園」にタオル５００本とプリン２１６ヶ寄贈 



５．共益関係 

  ⑴ 福利厚生事業 

    福利厚生制度を取り巻く環境は、経済状況の悪化、さらには会員企業の保険に対する 

意識の変化等により、依然として厳しい状況が続いている。 

    しかし、全法連の福利厚生制度は会員にとっても、また各法人会にとっても会員増強、 

さらには法人会の財政基盤の安定化に大きメリットをもたらすものであり、厚生委員会 

が中心となって地道であるが着実に活動を展開してきた。 

   イ．法人会福利厚生制度推進連絡協議会の開催 

     法人会の役員と協力会社との連携を密にするため、法人会福利厚生制度推進連絡協議

会を開催した。（２０.８.２９） 

   ロ．各々協力会社との連絡会議を行ない、表彰等でさらなる会員増強につなげられるよう

努めた。（２０.８.２２，１２.１９） 

H21.3 月現在 経営者大型保障制度 がん保険制度 経営保全プラン 

会員加入率 ２２.９％ ９.９７％ ２.４２％ 

加入企業数 ５８７社 ２５６社 ６２社 

 

  ⑵ 会員支援事業 

   ⑴ 会員企業の経理担当者の表彰（平成２０年度） 

社団法人三条法人会会員の事業所に勤務する者のうち、次のいずれかに該当し、当事 

業所の申告納税が良好の成績を納めているもの。 

① 現在経理関係の事務に携わっており、平成２０年４月１日現在で経理事務の経験

年数が男子１０年以上、女子５年以上のもの。 

② 現在（又は過去の相当期間）経理部門を主に担当し、指導的立場にあって功労顕

著につき社長が特に推薦するもの。（指導的立場とは････係長、課長などをいう） 

    優良経理担当者表彰式（三条税務署管内合同納税表彰式） 

          開催日  平成２０年１１月１１日 

場 所  ハミングプラザビップ 

受彰者  ７社 １１名 
 

 

表彰の主旨 

  企業経営にとって、経理と税務は、きわめて大きなウェートを占め全ての

  原点であることはいうまでもありません。経理担当者は、日常地味であり

ますが企業にとっては最も中枢的な部門を担当していることから、その資

質の良否が企業の伸長に大きく影響いたします。このことから、功労顕著

な者を表彰しその労苦に報い、今後とも企業の発展に努力されるよう大い

に期待するものであります。 
 

 

   ⑵ 第８回法人会親善スポーツ大会 

会員の活発な交流と親睦を深めるためのスポーツ大会を開催した。 

日 時  平成２０年４月１６日 

場 所  大新潟カントリークラブ三条コース 

参加者  １１６名 



  ⑶ 会員増強推進 

会  員  数 
所管法人数 

２０/１２末 ２０/６末 増減数 
加入率％ ２１/３末 

３,９８５ ２,５６７ ２,５５０ １７ ６４.４ ２,５７４

    従来から当法人会の現点は仲間づくり、会員加入率の向上を目指し、「数は力なり」を提唱し、

毎年増強運動を続けている。２０年度も一層の会員増強を図るため、１２月１日～３月末日の

４ヶ月間を「会員増強運動特別月間」と定め、税務当局・税理士会・保険会社三社等のご協力

を要請し、例年どおり実施した。 
  組織の充実・強化    

  イ．平成２０年度会員増強功労表彰の実施 

     実施日  平成２１年５月２６日（第２２回通常総会） 
      表彰規定に基づき目標達成した役員等に対して表彰。 
  ロ．新設法人データーの活用 

  ハ．決算期別説明会での未加入法人へのＰＲをして加入を促進する。 

  ニ．ポスターによるＰＲ 

平成２０年度は引き続き茨城ゴールデンゴールズの片岡安祐美選手を起用し、キャッチ

フレーズを「プレイボール！みんなが笑顔でいられる社会へ」とするポスターを役員企業

に配付並びに各種法人会行事の会場に貼り出しＰＲした。 

 

  ⑷ 部会等事業 

 事  業  名 開催数 出席者数 

青 年 部 会 通常総会 １ ３０ 

 研修会の開催 ３ ６８ 

 会議の開催 ３ ２８ 

 その会議等参加 ６ １１ 

女 性 部 会 通常総会 １ ４１ 

 研修会の開催 ５ １５６ 

 会議の開催 ４ ３８ 

 その会議等参加 ２ ８ 

６ 地 区 会 通常総会 ６ １７７ 

 研修会の開催 ２１ ６１４ 

 会議の開催 １９ ２１１ 

 

  ⑸ 青年・女性部会活動 

   イ．青年部会関係 
    今年度より「租税教育活動」として、管内の高校三年生を対象に租税教室を開催し、租税教

育のＰＲに協力した。 
 
   ロ．女性部会関係 
              
 

部   員   数  
20/12 末 20/6 末 増減数 20/3 末 

青年部会 ９１ ９２ △１ ８５ 
女性部会 １１０ １１３ △３ １０６ 

    研修会の都度、タ

オルを収集。福祉施

設へ寄贈している。 



６．管理関係 

  ⑴ 事務運営体制の確立 

    公益法人制度改革を踏まえ、諸規程の整備を図るとともに、法令に基づく適正な情報 

開示を努める。さらにホームページ等により一般市民に対する「税」をはじめとする様々 

な情報の発信や会活動のＰＲを図る。 
  ⑵ 諸会議等の開催状況 

   ⑴ 平成２０年度定時総会 

開 催 日   平成２０年５月２２日 

場  所   ハミングプラザビップ 

出席者数    １,３７９社 (委任状を含む） 

 第１号議案  平成１９年度事業報告承認の件 

 第２号議案  平成１９年度収支決算報告の件 

 第３号議案  平成２０年度事業計画（案）承認の件 

 第４号議案  平成２０年度収支予算（案）承認の件 

 第５号議案  その他 

   ⑵ 正副会長並びに各地区会会員増強委員長会議 

開 催 日  平成２０年１０月２１日 

場  所  三条商工会議所会館 

出席者数  １４名 

 第１号議案  県連組織委員会の報告について 

 第２号議案  各地区会の会員状況について 

 第３号議案  本年度会員増強運動について 

 第４号議案  その他 

   ⑶ 役員会 

開 催 日   平成２０年５月２２日 

場  所   ハミングプラザビップ 

出席者数   ３４名 

 第１号議案  平成１９年度事業報告承認の件 

 第２号議案  平成１９年度収支決算報告の件 

 第３号議案  平成２０年度事業計画（案）審議の件 

 第４号議案  平成２０年度収支予算（案）審議の件 

 第５号議案  全法連・県連功労者並びに会員増強功績者表彰の件 

 第６号議案  その他 

     合同役員会 

開 催 日   平成２０年８月２９日 

場  所   餞心亭おゝ乃 

出席者数   ４４名 

 第１号議案  第８回法人会親善スポーツ大会収支決算報告について 

 第２号議案  第２回法人会実務講座の開催について 

 第３号議案  ２００８年文化講演会の開催について 



 第４号議案  租税教育推進委員会の設置について 

 第５号議案  福利厚生制度表彰規程について 

 第６号議案  本年度会員増強計画について 

 第７号議案  本年度「広告塔」設置場所について 

 第８号議案  その他 

     役員会 

開 催 日   平成２１年３月１９日 

場  所   二洲楼会議室 

出席者数   ３６名 

 第１号議案  平成２１年度暫定予算承認に関する件について 

 第２号議案  新年度役員選任に伴う地区会ごとの理事・役員等の選出割当数 

（案）について 

 第３号議案  単位会における公益法人制度改革への対応について 

 第４号議案  ｅ－Ｔａｘ普及推進特別委員会の報告について 

 第５号議案  租税教育推進委員会の報告について 

 第６号議案  会員増強運動の経過報告について 

 第７号議案  法人会広告塔２０年度加茂地区会設置報告について 

 第８号議案  第９回法人会親善スポーツ大会の開催日程について 

 第９号議案  定時総会（役員会）開催日程について 

 第 10 号議案  その他 

   ⑷ 税制委員会 

〔第１回〕 平成２０年５月１６日  三条商工会議所会館 

     ①平成２０年度税制改正提言事項の件について報告 

         ②平成２１年度税制改正に関するアンケート調査の結果について 

         ③その他 

   ⑸ ｅ－Ｔａｘ普及推進特別委員会 

〔第１回〕 平成２０年１０月８日  三条商工会議所会館 

     ①平成１９年度ｅ－Ｔａｘ利用状況の報告について（税務署） 

         ②住基カードの利用推進策について 

         ③その他 

〔第２回〕 平成２１年１月１６日  三条商工会議所会館 

     ①ｅ－Ｔａｘ利用状況の近況報告について（税務署） 

         ②確定申告に向けての住基カードの利用推進策について 

         ③その他 

   ⑹ 租税教育推進委員会 

〔第１回〕 平成２０年８月２２日  三条商工会議所会館 

     ①租税教育推進委員会の設置について 

         ②正副委員長の選任並び委員の職務について 

         ③本年度事業の推進について 

         ④その他 



〔第２回〕 平成２１年１月１６日  三条商工会議所会館 

     ①三条高校、三条商業高校の租税教室開催実施報告について 

         ②次年度の租税教育活動について 

         ③その他 

   ⑺ 総務広報委員会 

〔第１回〕 平成２０年６月２６日  三条ロイヤルホテル 

     ①第１９号の経過報告等について 

         ②法人会だより第２０号の編集計画の検討と原稿依頼について 

         ③法人会広告塔設置（本年度）について 

         ④その他 

〔第２回〕 平成２０年１１月１９日  三条商工会議所会館 

     ①第２０号の経過報告等について 

         ②法人会だより第２１号の編集計画の検討と原稿依頼について 

         ③法人会広告塔設置（本年度）について 

         ④その他 

   ⑻ 厚生委員会 

〔第１回〕 平成２０年８月８日  三条商工会議所会館 

     ①福利厚生制度の今後の推進策について 

         ②福利厚生制度表彰規程（案）について 

         ③その他 

   ⑼ 事務局担当者会議 

〔第１回〕 平成２０年４月２８日  小林屋会議室 

     ①平成２０年度暫定予算の件 

         ②平成１９年度事業報告並びに収支決算（見込）の件 

         ③平成２０年度事業計画（案）並びに収支予算（案）審議の件 

         ④平成１９年度会員増強運動の結果報告並びに功績者表彰該当者の件 

         ⑤全法連・県連功労者並びに会員増強功績者表彰の件 

     ⑥役員企業のｅ－Ｔａｘ利用状況の実施調査の報告の件 

         ⑦単位会における公益法人制度改革への対応の件 

         ⑧同上に伴う事業の見直しと新年度事業の取り組みの件 

         ⑨定時総会（役員会）開催の件 

         ⑩その他 

〔第２回〕 平成２０年８月２０日  きふね会議室 

     ①第８回法人会親善スポーツ大会の収支決算報告について 

         ②第２回法人会実務講座の開催について 

         ③租税教育推進委員会設置について 

         ④合同役員会開催について 

         ⑤福利厚生制度表彰規程について 

     ⑥本年度会員増強計画について 

         ⑦本年度「広告塔」設置場所について 



         ⑧その他 

   ⑽ その他行事参加 

    ⑴ 第２５回法人会全国大会（山口大会） 

〔日 時〕  平成２０年１０月２日 

〔場 所〕  山口きらら博記念公園（きらら多目的ドーム） 

〔法人会参加人員〕  約１,９００名（うち三条法人会１名） 

〔第１部〕記念講演 

    （演 題）「どうなるか、今後の日本経済」 

    （講 師）千葉商科大学大学院教授 斎 藤 精一郎 氏 

〔第２部〕大会 

     １．表彰 

     ２．税制改正提言の報告 

     ３．来賓祝辞 

〔第３部〕懇親会 

    ⑵ 法人会活動研究セミナー 

〔日 時〕  平成２０年１１月２６日 

〔場 所〕  水戸プラザホテル 

〔法人会参加人員〕  約４００名（うち三条法人会１名） 

    ⑶ 新年賀詞交歓会及び叙勲・納税表彰受章祝典 

〔日 時〕  平成２１年１月１５日 

〔場 所〕  帝国ホテル 

〔法人会参加人員〕  約５００名（うち三条法人会１名） 

    ⑷ 局法連主催・事務局担当者研修会 

〔日 時〕  平成２０年１２月１日 

〔場 所〕  ブリランテ武蔵野 

 内 容 

  第１講座 

   演 題「税の歴史と税務行政の現状」 

   講 師 関東信越国税局課税第二部法人課税課 

       課長補佐 町 田 富士夫 氏 

  第２講座 

   演 題「新公益法人制度への対応について」 

   講 師 ㈶全国法人会総連合総務部長兼公益法人制度 

対策室長 田 島 善 範 氏 

        出席者数 １０１名（うち三条法人会３名） 



   (11) その他関係会議等参加 

開催日 会 議 名 場  所 出席者

20.5.14 「税の窓」編集会議 三条ロイヤルホテル   １

5.20 県連総務委員会 ホテル新潟 １

5.21 県納貯連第５０回定時総会 キャトル・セゾン １

5.23 「税の窓」広報委員会 越前屋ホテル １

5.28 県連理事会・定時総会 ホテルイタリア軒 １３

6. 3 納貯連第５２回定時総会 三観荘 １

6. 6 下田地区会総会 大三 １

6.10 八団体役員会 ハミングプラザビップ ４

   6.11 県連税制委員会 新潟東映ホテル １

6.13 加茂地区会定時総会 鴨川別館 １

6.19 八団体第３８回定時総会 ハミングプラザビップ ２１

6.23 見附地区会総会 小林屋 ２

7. 2 三条市租税教育推進協議会総会 三条市中央公民館 １

7. 4 県連事務担当者研修会 ホテル新潟 ３

8.21 局法連通常役員総会 ラフレさいたま １

8.22 第１回専務理事・事務局長会議 長生館 １

9.10 県連組織委員会 ホテル新潟 １

9.19 県連理事会・福利厚生連絡協議会 ホテルオークラ新潟 ４

9.24 「税の窓」広報委員会 三条ロイヤルホテル １

10. 1 八団体正副会長会議 越前屋ホテル ３

10.17 間税会税務研修会 信濃川大河津資料館 １

10.29 県連第２回総務委員会 ホテル新潟 １

11.11 合同納税表彰式 ハミングプラザビップ ３４

12.19 県連専務理事・事務局長会議 ホテル泉慶 １



21.1.29 国税局幹部との協議会・理事会 ＡＮＡホテル新潟 ３

2. 4 全法連第１回研修委員会 全法連会館 １

2. 5 「税の窓」編集会議 越前屋ホテル １

2.17 県連事務担当者会議 新潟商工会議所中央会館 ３

3.24 県連研修委員会 新潟商工会議所中央会館 ２

3.26 県連厚生委員会 ホテルオークラ新潟   １

 

 

   (12) 納税功労による受彰者（敬称略） 

      国税庁長官表彰 <平成２０年１０月> 

       中 條 耕 二  全法連研修委員、新潟県法人会連合会副会長、同研修委員長 

三条法人会会長（三条地区会会長） 

 

      三条税務署長感謝状 <平成２０年１１月１１日> 

       小 出   茂  三条法人会副会長（栄地区会会長） 

       三 本 泰 輔  三条法人会常任理事（見附地区会副会長） 

 

      平成２０年度全法連功労者表彰 

       小野塚 荘 一  三条法人会常任理事（加茂地区会副会長） 

       涌 井 敏 子  三条法人会常任理事（女性部会部会長） 

 

      平成２０年度県法連功労者表彰 

       丸 川 肇 平  三条法人会常任理事（加茂地区会副会長） 

       野 澤 幸 司  三条法人会常任理事（田上地区会副会長） 

       川 崎   晃  三条法人会監事（加茂地区会理事） 
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